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 奄美佳南園（ユニット） 重要事項説明書  
（指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護） 

 

 

 
 
 
あなた（又はあなたの家族）が利用しようと考えている指定短期入所生活介護サービス・指定

介護予防短期入所生活介護サービスについて、契約を締結する前に知っておいていただきたい内

容を、説明いたします。わからないこと、わかりにくいことがあれば、遠慮なく質問をしてくだ

さい。 

１ 事業者（経営法人）について 

事 業 者 名 称  社会福祉法人 聖隷福祉事業団 

代 表 者 氏 名 理事長 青木 善治 

法人本部所在地 

（連絡先及び電話番号等） 

 静岡県浜松市中区元城町 218番地 26 

TEL 053-413-3300 FAX 053-413-3314 

法人設立年月日  昭和 27年 5月 17日 

 

２ 利用者に対してのサービス提供を実施する事業所について 

(1) 事業所の所在地・概要 

事 業 所 名 称 奄美佳南園（ユニット型） 

介護 保険指 定 

事 業 者 番 号 

鹿児島県指定 [4670701244号] 

指定短期入所生活介護事業所     平成 29年 8月 9日指定  

指定介護予防短期入所生活介護事業所 平成 29年 8月 9日指定 

事業 所所在 地 鹿児島県奄美市名瀬平田町 7番 15号 

建 物 の 構 造 鉄筋コンクリート造４階建（うち 2階部分） 

建 物 の 延 床 面 積 4124.23㎡（うち 1295.88㎡） 

管 理 者 村田 勇樹（むらた ゆうき） 

連 絡 先 

相談 担当者 名 

℡0997-52-8688・FAX番号 0997-52-8695 

奄美佳南園（職種       ・氏名           ） 

事業所の通常の 

事業の実施地域 
通常の事業の実施地域は、奄美市名瀬の地区内とします。 

入 所 定 員  介護老人福祉施設（ユニット型）の空床数を利用します。 

(2) 事業の目的 

指定短期入所 

生活介護サービス 

社会福祉法人聖隷福祉事業団が設置・運営するユニット型短期入所生活介

護事業所奄美佳南園が行う短期入所生活介護事業の適正な運営を確保す

るために、人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の職員が、要介

護状態にある高齢者に対し、適正な介護サービスを提供することを目的と

します。 

又事業所は、介護保険法令に従い、利用者が、その有する能力に応じ可能

な限り自立した日常生活を営むことが出来るように支援することを目的

として、利用者に、日常生活を営むために必要な居室及び共用施設等を利

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

(鹿児島県指定 第４６７０７０１２４４号) 
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用いただき、短期入所生活介護サービスを提供します。この施設は、身体

上又は精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とし、かつ居宅に

おいてこれを受けることが困難な方が利用いただけます。 

指定介護予防 

短期入所 

生活介護サービス 

日常生活上の基本動作がほぼ自立し、状態の維持や改善の可能性の高い軽

度の要介護状態の利用者に対し「目標指向型アプローチ」を基本とした支

援を提供し、生活機能の改善・生活不活発病の予防を行います。 

(3) 運営方針 

指定短期入所 

生活介護サービス 

①ユニット型指定短期入所生活介護の提供は、ご利用者がその有する能力

に応じて、自らの生活様式及び生活習慣に沿って自律的な日常生活を営

むことができるようにするため、ご利用者へのユニット型指定短期入所

生活介護の提供に関する計画に基づき、ご利用者の日常生活上の活動に

ついて必要な援助を行うことにより、ご利用者の日常生活を支援しま

す。 

②ご利用者へのユニット型指定短期入所生活介護の提供は、ご利用者のプ

ライバシーの確保に配慮して行います。 

③ご利用者へのユニット型指定短期入所生活介護の提供は、ご利用者の自

立した生活を支援することを基本として、ご利用者の要介護状態の軽減

又は悪化の防止に資するよう、ご利用者の心身の状況等を常に把握しな

がら、適切に行います。 

④事業所の職員は、ご利用者へのユニット型指定短期入所生活介護の提供

に当たって、ご利用者又はそのご家族に対し、ユニット型指定短期入所

生活介護の提供方法等について、理解しやすいように説明を行います。 

⑤事業所の職員は、ご利用者へのユニット型指定短期入所生活介護の提供

に当たっては、当該ご利用者又は他のご利用者等の生命又は身体を保護

するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行いません。 

⑥事業所の職員は、前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際ご利用者の心身の状況並びに、緊急やむを得ない理由を記録

します。 

⑦事業所の職員は、自らその提供するユニット型指定短期入所生活介護の

質の評価を行い、常にその改善を図ることに努めます。 

指定介護予防 

短期入所 

生活介護サービス 

①事業所は、ご利用者の介護予防に資するよう、その目標を設定し、計画

的に事業を行います。 

②事業所は、その提供する指定介護予防短期入所生活介護の質の評価を行

うとともに、主治の医師又は歯科医師とも連携を図りつつ、常にその改

善を図ります。 

③事業所は、指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たり、ご利用者が

できる限り要介護状態とならないで自立した日常生活を営むことがで

きるよう支援することを目的とするものであることを常に意識して指

定介護予防短期入所生活介護の提供に当たります。 

④事業所は、ご利用者がその有する能力を最大限活用することができるよ

うな方法による指定介護予防短期入所生活介護の提供に努めます。 

⑤事業所は、指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たり、ご利用者と

のコミュニケーションを十分に図ることその他の様々な方法により、ご

利用者が主体的に事業に参加するよう適切な働きかけに努めます。 

⑥ご利用者への指定介護予防短期入所生活介護の提供は、ご利用者のプラ
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イバシーの確保に配慮して行います。 

⑦事業所の職員は、ご利用者への指定介護予防短期入所生活介護の提供に

当たっては、当該ご利用者又は他のご利用者等の生命又は身体を保護す

るため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行いません。 

⑧事業所の職員は、前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際利用者の心身の状況並びに、緊急やむを得ない理由を記録し

ます。 

⑨事業所の職員は、自らその提供する指定介護予防短期入所生活介護の質

の評価を行い、常にその改善を図ることに努めます。 

(4) 居室の概要 

当施設において以下の居室・設備をご用意しています。入所される居室は、原則として利

用者の心身状況等を勘案して施設にて決めさせていただきます。（但し、利用者の心身等の状

況や居室の空き状況によりご希望に添えない場合もあります。） 

居室・設備の種類 室 数 備 考 

ユニット型個室 30室 

１室あたり面積 10.65㎡以上 30室 

①11.07㎡ 4室、②10.65㎡ 16室、③10.70㎡ 6室 

④10.92㎡ 1室、⑤11.09㎡ 1室、⑥10.74㎡ 1室 

⑦13.49㎡ 1室 

共同生活室 3室 面積①64.91㎡②64.91㎡③85.92㎡ 

浴 室 1室 特殊浴槽 2機 22.76㎡ 

脱衣室 1室 17.29㎡ 

医 務 室 1室 面積 12.45㎡ 

※ 当事業所の建物内は全室空調設備を完備しております。 

(5) 事業所窓口の営業日及び営業時間 

(6) 事業所の職員体制 

職 職 務 内 容 

管理者 施設の責任者として、その管理を統括します。 

介護職員 
ご利用者の日常生活上の介護並びに健康保持のための相談助言等を行いま

す。 
 

看護職員 
主にご利用者の健康管理や療養上の世話を行いますが、日常生活上の介護、看

護等も行います。 

機能訓練指導員 ご利用者の機能訓練を担当します。 

生活相談員 ご利用者の日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援を行います。 

介護支援専門員 
ご利用者に係る施設サービス計画（ケアプラン）を作成します。生活堂団員

が兼ねる場合もあります。 

嘱託医師 ご利用者に対して健康管理及び療養上の指導を行います。 

営 業 日 事業所の性格上、年中無休 24時間営業とします。 
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栄養士 

施設の給食管理、利用者の栄養状態並びに心身の状況及び嗜好を考慮した食

事の献立作成、摂取状況に応じた個別の対応による低栄養状態を改善するた

めの栄養等指導等の業務を行います。 

事務職員 施設の労務管理・経理等を行います。 

事業所に勤務する職員・員数・及び職務内容は次の通りです。 

<主な職員の配置状況・介護老人福祉施設兼務> 

職種 員数 勤務の体制(常・非、兼務) 

①施設長（管理者） 1名 常勤・兼務 

②事務職員 1名以上 常勤・兼務 

③生活相談員 1名 常勤・兼務、介護支援専門員 

④介護職員 10名以上 常勤・非常勤 

⑤看護職員 1名以上 常勤 

⑥機能訓練指導員 1名以上 常勤、兼務 

⑦介護支援専門員 1名 常勤・兼務、生活相談員 

⑧嘱託医師 1名 非常勤、兼務 

⑨栄養士 1名 常勤 

⑩調理員 委託  

 

職員の配置については、指定基準を遵守しています。また、短期入所生活介護の従事者は、介護

老人福祉施設の併設・空きベッド利用のため、当該介護老人福祉施設の介護職員及び看護職員と

協力してその業務に遂行いたします。 

 

３ 提供するサービスの内容について 

(1) 提供するサービスの内容について 

身体の介護に 

関すること 

日常動作の程度により、必要な支援及びサービスを行う。 

①排泄の介助 ②移動、移乗動作の介助 ③その他必要な身体の介助 

入浴に関すること 

家庭において入浴する事が困難な利用者に対し、必要な入浴サービスを提

供する。 

①衣類着脱の介助 ②身体の清拭、洗髪、洗身 ③その他必要な入浴の介

助 ④入浴又は清拭は週２回行います。 

食事に関すること 

食事を希望する利用者に対し、必要な食事サービスを提供する。 

①配膳、下膳の介助 ②食事摂取の介助 ③その他必要な食事の介助 

④食事時間は原則的に 朝食 7：30～ 昼食 12：00～ 夕食 18：00～とす

るが、利用者の心身的状況により食事の提供時間を変更することもある。 

アクティビティ 

サービスに関する

こと 

利用者が生きがいのある、快適で豊かな日常生活を送ることが出来るよう

な生活援助や家庭での日常生活に必要な基礎的なサービス（訓練）及び機

能低下を防ぐため必要な訓練を行う。また、利用者の身体的、精神的な疲

労回復と気分転換が図れるよう各種サービスを提供する。 

①レクリェーション ②各種行事への参加 ③機能訓練 ④休養（養護） 

医療、看護に関す

ること 

医療看護が必要な場合に次のサービスを提供する。 

①褥瘡等の予防、処置 ②主治医による往診 ③カテーテル等の管理 

④その他医師の指示による医療処置等 
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自動車による送迎

に関すること 

障害の程度、地理的条件、その他の理由により自動車による送迎を必要と

する利用者については、必要なサービスを提供する。 

①移乗、移動動作の介助 ②送迎 

相談、助言に関する

こと 

利用者及びその家族の日常生活における身上、介護等に関する相談及び援

助を行う。 

（２）利用の中止、変更、追加 

① 利用予定期間の前に、利用者の都合により、短期入所生活介護サービスの利用を中止又は

変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができます。この場合にはサービス

の実施日前日までに事業所に申し出てください。  

② 利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出をされた場合、

取消料として下記の料金をお支払いいただく場合があります。但し利用者の体調不良等正

当な事由がある場合は、この限りではありません。 

利用予定日の前日までに申し出があった場合 無料 

利用予定日の前日までに申し出がなかった場合 当日の利用料金の 10％ 

（自己負担相当額） 

③ サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼働状況により利用者の希望する

期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を利用者に提示して協議します。 

利用者がサービスを利用している期間中でも、利用を中止することができます。その場合、既

に実施されたサービスに係る利用料金はお支払いいただきます。 

(３)短期入所生活介護従業者・介護予防短期入所生活介護の禁止行為 

短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護従業者はサービスの提供に当たって、次の行為

は行いません。 

① 医療行為（ただし、看護職員、機能訓練指導員が行う診療の補助行為を除く。） 

② 利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり 

③ 利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 

④ 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や身体を保護す

るため緊急やむを得ない場合を除く） 

⑤ その他利用者又は家族等に対して行なう宗教活動、政治活動、営利活動、その他迷惑行為 

 

４ サービス利用に関する留意事項 

当事業所の利用にあたって、サービスを利用されている利用者の快適性、安全性を確保する

ため、下記の事項をお守り下さい。 

（1）持ち込みの制限 

利用にあたり、貴重品類、高額の現金は当事業所において責任を負いか

ねますので、ご了承お願い致します。また、ペット、危険物類はご遠慮

ください。 

（2）面会 

面会時間は定めておりません。夜間等は他の方の迷惑にならないように

ご配慮ください。また、来訪者は、必ずその都度職員に届け出てくださ

い。なお、来訪される場合、飲食物（特に生もの）の持ち込みはご遠慮

ください。 

（3）食事 
食事が不要な場合は、前日までにお申し出下さい。前日までに申し出が

あった場合には、「食事に係る自己負担額」は減免されます。 
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（4）施設・設備の 

使用上の注意 

① 居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

② 故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施

設、設備を壊したり汚したりした場合には、利用者に自己負担によ

り原状に復していただくか、又は相当の代価をお支払いいただく場

合があります。 

③ 利用者に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があ

ると認められる場合には、利用者の居室内に立ち入り、必要な措置

を取ることができるものとします。但し、その場合、ご本人のプラ

イバシー等の保護について、十分な配慮を行います。 

④ 当事業所の職員や他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、

政治活動、営利活動を行うことはできません。 

（5）喫煙 施設建物館内はすべて禁煙とします。 

        

５ 身元引受人 

身元引受人をご指定下さい。身元引受人の主な責任は以下の通りです。なお、身元引受人は、

民法（債権法）に定める保証人としての責任を負います。 

（１） 重要事項説明書の各条項のほか、以下の各項目に従い債務を保証 

① 連帯保証人は、利用者と連帯して本契約から生じる利用者の債務を負担するものとす

る。 

② 前項の連帯保証人の負担は、極度 120万円を限度とする。 

③ 連帯保証人の請求があったときは、事業者は連帯保証人に対し、遅滞なく利用料等の

支払い状況や滞納金の額、損害賠償の額等、利用者の全ての債務の額等に関する情報

を提供しなければならない。 

（２） 入院等に関する手続き 

（３） 契約終了後のご契約者受入先の確保 

（４） ご契約者が死亡した場合のご遺体及び残置物の引き取り等 

（５） 面談、その他ご利用者に関して必要と思われる事項 

※ 身元引受人が枠割を果たせなくなった場合には、あらたな身元引受人を立てていただきます。 

６ 利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合） 

その他の費用の請求及び支払い方法について 

（1）利用料、利用者負担額（介

護保険を適用する場合）、そ

の他の費用の請求方法等 

② 利用料利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の

費用の額はサービス提供ごとに計算し、利用月ごとの合計金額

により請求いたします。 

③ 上記に係る請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月 15 日頃

までに利用者あてお届け（郵送）します。 
 

（2）利用料、利用者負担額（介

護保険を適用する場合）、そ

の他の費用の支払い方法等 

① サービス提供の都度お渡しするサービス提供記録の利用者控

えと内容を照合のうえ、請求月の末日までに、下記のいずれ

かの方法によりお支払い下さい。 

(ⅰ)事業者指定口座への振り込み 

 

 

 

 

鹿児島銀行 大島支店 普通 3016012 

社会福祉法人 聖隷福祉事業団 

奄美佳南園 理事長 青木 善治 
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(ⅱ)利用者指定口座からの自動振替【利用翌月 25日】 

(ⅲ)現金支払い 

② お支払いの確認をしましたら、支払い方法の如何によらず、

領収書をお渡ししますので、必ず保管されますようお願いし

ます。（医療費控除の還付請求の際に必要となることがありま

す。） 
 
※ 利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費用の支払いについて、正

当な理由がないにもかかわらず、支払い期日から２月以上遅延し、さらに支払いの督促から

14日以内に支払いが無い場合には、サービス提供の契約を解除した上で、未払い分をお支払

いいただくことがあります。 

 

７ サービスの提供にあたって 

（1）サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要介

護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の住所など

に変更があった場合は速やかに当事業者にお知らせください。 

（2）利用者が要介護認定・要支援認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やか

に当該申請が行われるよう必要な援助を行います。また、居宅介護支援が利用者に対して行

われていない等の場合であって、必要と認められるときは、要介護認定・要支援認定の更新

の申請が、遅くとも利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する 30 日前にはなさ

れるよう、必要な援助を行うものとします。 

（3）利用者に係る居宅介護支援事業者・介護予防支援事業者が作成する「居宅サービス計画（ケ

アプラン）」・「介護予防サービス計画（ケアプラン）」に基づき、利用者及び家族の意向を踏

まえて、｢短期入所生活介護計画｣・「介護予防短期入所生活介護計画」を作成します。なお、

作成した「短期入所生活介護計画」・「介護予防短期入所生活介護計画」は、利用者又は家族

にその内容を説明いたしますので、ご確認いただくようお願いします 

（4）サービス提供は｢短期入所生活介護計画｣・「介護予防短期入所生活介護計画」に基づいて行

ないます。なお、｢短期入所生活介護計画｣・「介護予防短期入所生活介護計画」は、利用者

等の心身の状況や意向などの変化により、必要に応じて変更することができます 

（5）短期入所生活介護従業者・介護予防短期入所生活介護従業者に対するサービス提供に関す

る具体的な指示や命令は、すべて当事業者が行ないますが、実際の提供にあたっては、利用

者の心身の状況や意向に充分な配慮を行ないます。 

 

８ 虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を

講じます。 

（1）虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 施設長 村田 勇樹 

（2）成年後見制度の利用を支援します。 

（3）苦情解決体制を整備しています。 

（4）従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を年 1回以上実施します。 

（5）虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。 
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９ 身体拘束について 

事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそれ

がある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられる

ときは、利用者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小限の

範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束を行った日時、理由及び態様等につい

ての記録を行います。 

また事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

（1） 緊急性………直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体に

危険が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

（2） 非代替性……身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及

ぶことを防止することができない場合に限ります。 

（3） 一時性………利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなっ

た場合は、直ちに身体拘束を解きます。 

 

１０ 秘密の保持と個人情報の保護について 

(1)利用者及びその家族に関

する秘密の保持について 

① 事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関す

る法律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者に

おける個人情報の適切な取り扱いのためのガイドライン」を遵

守し、適切な取り扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、

サービス提供をする上で知り得た利用者及びその家族の秘密

を正当な理由なく、第三者に漏らしません。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了し

た後においても継続します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘

密を保持させるため、従業者である期間及び従業者でなくなっ

た後においても、その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇

用契約の内容とします。 
 

(2)個人情報の保護 

について 

① 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス

担当者会議等において、利用者の個人情報を用いません。また、

利用者の家族の個人情報についても、予め文書で同意を得ない

限り、サービス担当者会議等で利用者の家族の個人情報を用い

ません。 

② 事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記

録物（紙によるものの他、電磁的記録を含む。）については、

善良な管理者の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者

への漏洩を防止するものとします。 

③ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその

内容を開示することとし、開示の結果、情報の訂正、追加また

は削除を求められた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の

達成に必要な範囲内で訂正等を行うものとします。(開示に際

して複写料などが必要な場合は利用者の負担となります。) 
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１１ 緊急時の対応方法について 

サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の

医師への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指定する連絡先にも連絡

します。 

主治医：氏名  

所属医療機関名等  

電話番号  

氏名及び続柄  

家族等連絡先  

電話番号  

 

１２ 事故発生時の対応方法について 

利用者に対する指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護の提供により事故が

発生した場合は、市町村、利用者の家族、利用者に係る居宅介護支援事業者等・利用者に係る

介護予防支援事業者（地域包括支援センターより介護予防支援の業務を受託している居宅介護

支援事業者を含む。以下同じ。）に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

(1) 事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故発生の防止

のための指針を整備します。 

(2) 事故が発生した場合又はそれに至る危険性が生じた場合に、当該事実が報告され、その

分析を通した改善案について、職員に周知徹底を図る体制を整備します。 

(3) 事故発生の防止のための委員会及び職員に対する研修を定期的に行います。 

(4) 利用者に対する施設サービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに保険者、利

用者の家族に連絡を行うともに、必要な措置を講じます。 

(5) 利用者に対する事故の状況および事故に際してとった処置について記録をします。 

(6) 利用者に対する指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護の提供により賠

償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

(7) 事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

保険会社名 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

保険名    介護保険・社会福祉事業者総合保険 

補償の概要 賠償責任保険 

 

１３ 心身の状況の把握 

指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たっては、居宅介護支援

事業者・介護予防支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、

その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努める

ものとします。 

 

１４ 居宅介護支援事業者等・介護予防支援事業者等との連携 

（1） 指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護の提供に当り、居宅介護支援事



－ 10 － 

業者・介護予防支援事業者及び保健医療サービスまたは福祉サービスの提供者と密接な連

携に努めます。 

（2） サービス提供の開始に際し、この重要事項説明に基づき作成する「短期入所生活介護計

画」「介護予防短期入所生活介護護計画」の写しを、利用者の同意を得た上で居宅介護支援

事業者・介護予防支援事業者に速やかに送付します。 

（3） サービスの内容が変更された場合またはサービス提供契約が終了した場合は、その内容

を記した書面またはその写しを速やかに居宅介護支援事業者・介護予防支援事業者に送付

します。 

 

１５ サービス提供の記録 

  短期入所生活介護を提供した際には、その提供日及びその内容、当該短期入所生活介護について、

介護保険法第 41条 6項又は同法第 53条 2項の規定により、利用者に代わって支払いを受ける保

険給付の額、その他必要な記録を利用者が所持するサービス提供記録に記載するものとします。 

（1）指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護の実施ごとに、サービス提供

の記録を行うこととし、その記録はサービス提供の日から５年間保存します。 

（2） 利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請

求することができます。 

 

１６ 契約締結からサービス提供までの流れ 

利用者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、居宅サービス計画・介

護予防支援計画（ケアプラン）がある場合はその内容を踏まえ、契約締結後に作成する短期入

所生活介護計画・介護予防短期入所生活介護計画に定めます。契約締結からサービス提供まで

の流れは次の通りです。 

（1） 当事業所の介護支援専門員（ケアマネジャー）に短期入所生活介護計画の原案作成やその

ために必要な調査等の業務を担当させます。 

（2） その担当者は短期入所生活介護計画・介護予防支援短期入所生活介護計画の原案について、

利用者及びそのご家族等に対して説明し、同意を得た上で決定します。 

（3） 短期入所生活介護計画・介護予防支援短期入所生活介護計画は、居宅サービス・介護予防

支援計画（ケアプラン）が変更された場合、もしくはご利用者及びその家族等の要請に応

じて、変更の必要があるかどうかを確認し、変更の必要のある場合には、利用者及びその

家族等と協議して、短期入所生活介護計画・介護予防支援短期入所生活介護計画を変更し

ます。 

（4） 短期入所生活介護計画・介護予防支援短期入所生活介護計画が変更された場合には、利用

者に対して書面を交付し、その内容を確認していただきます。 

（5） 利用者の状態の変化等で、サービス担当者会議の開催時には、担当者が必要時に出席しま

す。 

 

１７ 非常災害対策 

（1） 当事業所は、非常災害時に備え、消火・通報・避難その他必要な訓練を年２回以上実

施します。 

（2） 当事業所は、消防法に準拠して防災計画を別に定めます。 

（3） 事業所は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び

連携体制を整備し、それらを定期的に職員に通知します。 
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（4） 当事業所は、災害が発生した場合、利用者に必要なサービスが安定的・継続的に提供

されるように業務継続計画を予め策定し、必要な研修や訓練を定期的に実施します。 

（5） 当事業所は、災害の発生時には計画に従って速やかに必要な措置を行います。 

 

１８ 衛生管理等 

（１） 当事業所は、利用者の使用する食器、その他の設備または飲料に供する水について衛

生的な管理に努め、または衛生上必要な措置を講じるとともに、医療品及び医療器具

の管理を適正に行います。 

（２） 事業所は、感染症又は食中毒が発生し、またはまん延しないように次の各号に掲げる

措置を講じます。 

① 事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討す

る委員会を月に一回程度、定期的に開催するとともに、その結果について介護職

員その他の職員に周知徹底を図ります。 

② 事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備し

ます。 

③ 事業所において、介護職員その他の職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びま

ん延の防止ための研修を年に 2回実施します。 

④ 事業所は感染症が発生した場合であっても、利用者に必要なサービスが安定的・

継続的に提供されるように業務継続計画を予め策定し、必要な研修や訓練を実施

します。 

⑤ 感染症発生時には、計画に従って速やかに必要な措置を行います。 

⑥ 前号に掲げるもののほか、別に厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が

疑われる際の対処等に関する手順に沿った対応を行います。 

 

１９ サービス提供に関する相談、苦情について 

(1) 苦情処理の体制及び手順 

提供した指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護に係る利用者及びその家

族からの相談及び苦情を受け付けるための窓口を設置します。（下表に記す【事業者の窓口】

のとおり） 

(2) 苦情申立の窓口 

【事業者の窓口】 

苦情受付窓口担当者 

長谷川 大（生活相談員） 

苦情受付責任者 

村田 勇樹（施設長） 

所 在 地 鹿児島県奄美市名瀬平田町 7番 15号 

電話番号 0997-52-8688 FAX番号 0997-52-8695 

受付時間 毎週月曜日～土曜日 9時～17時 

奄美市役所高齢者福祉課 

所在地  鹿児島県奄美市名瀬幸町 25－8 

電話番号 52－1111 

受付時間 9時～17時 

国民健康保険団体連合会 

所在地  鹿児島市鴨池新町 7－4 

電話番号 099－213-5122  

受付時間 9時～17時 
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２０ 重要事項説明の年月日 

この重要事項説明書の説明年月日 年   月   日 

上記内容について、指定居宅サービスの提供に際し、本書面に基づき、重要事項の説

明を行いました。 

事

業

者 

所 在 地 静岡県浜松市中区元城町 218番地 26 

法 人 名 社会福祉法人 聖隷福祉事業団 

代 表 者 名 理 事 長  青木 善治 

事 業 所 名 奄美佳南園（短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護） 

説明者氏名 印 

上記内容の説明を事業者から確かに受けました。 

利用者 

住 所 

 

氏 名 印 

 

代理人 

住 所 

 

氏 名 印 

 

家族代表者 

住 所 

 

氏 名 （続柄     ）印 

 


